
平成２７年２月２０日
市長記者会見資料

Ⅰ．３月補正予算（案）の考え方

２． 久留米市の対応について

　国は、経済の脆弱な部分に的を絞り、かつスピード感をもって対応を行うことで、経済の好循
環を確かなものとするとともに、地方にアベノミクスの成果を広く行き渡らせることを目指すため
に、総額３兆５，２８９億円の「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」を閣議決定し、今
国会に上程、可決しました。
　今回の経済対策では、地域の実情に配慮しつつ、消費を喚起すること、しごとづくりなど地方
が直面する構造的な課題への実効ある取り組みを通じて地方の活性化を促すこと、さらに、災
害復旧等の緊急対応や復興を加速化することに重点を置いて取りまとめられています。

　上記の「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」及び国の平成２７年度予算編成の基
本方針に対応するため、久留米市では、平成２７年度予算と平成２６年度補正予算とを一体的
に編成し、人口減少と地域経済の縮小の克服に向け、引き続き子育て支援の充実や地域経
済の活性化と雇用の創出を図るとともに、本市の持つさまざまな魅力を発信することで都市ブ
ランド力を向上させ、久留米市への人の流れをつくることが必要であると認識しています。
　こうした認識の下で、平成２６年度の３月補正予算につきましては、地域における消費喚起策
としてプレミアム付商品券発行事業が約４億１，６６２万円、まち・ひと・しごとの創生に向けて取
り組む２５事業が計２億３，２８１万円、これらを合計して２６事業６億４，９４３万円の地方創生に
関連する予算を計上いたしております。

平成２６年度３月補正予算（案）について

１． 国の経済対策について
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Ⅱ．一般会計補正予算（案）・第４号について

１．一般会計補正予算（案）の規模 （単位：千円）

関連する予算を計上いたしております。
  また、国が補正予算で措置した国庫補助金を活用した経済対策事業や、今後の美術館運営
のために積み立てる美術振興基金積立金なども合わせまして、今回の補正予算は、総額８５
億６，４１５万円（一般会計分８２億８，４１５万円、企業会計分２億８，０００万円）、そのうち経
済対策事業は、６５億４，７２５万円（一般会計分６２億６，７２５万円、企業会計分２億８，０００
万円）の規模となりました。

9,256,834

現計予算

2.5%144,136,164

２５年度（参考） 対前年度伸び率

131,349,944 3.4%

一般会計 ２６年度

135,852,013

8,284,151３月補正予算（第４号） -10.5%

140,606,778計
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２．歳出予算の概要

対応状況

※（１）と（３）に同じ事業が計上されているため、事業数の合計は一致しない。

３．一般会計補正予算（案）の内訳
○財源内訳 （単位：千円）

0 300

県支出金 その他地方債 一般財源

0 3,592,100

区分 事業費

2,674,850

５事業：　５，６１７，８２３千円

　８事業：　　　６７９，４３７千円

②その他の国補正予算活用事業

（２）事業進捗に伴うものなど

国庫支出金

6,267,250
（１）
国第１号補正対応事業

（１）地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策≪国第１号補正≫

区分

　１事業：　　　４１６，６２０千円

２５事業：　　　２３２，８０７千円

・地域消費喚起･生活支援型交付金活用事業

・地方創生先行型交付金活用事業

３１事業：　６，２６７，２５０千円

①地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業 　２６事業：　　　６４９，４２７千円

（３）人件費 　１事業：　１，３３７，４６４千円

３９事業：　８，２８４，１５１千円合計
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1,207,852

66,797

1,274,949

0

0 0

635,000

0

0

00

0

0

129,612

8,284,151

0 0

0

764,612

0
（３）
人件費

3,579,700△ 34,5452,699,435

0 300

合計

・地方創生先行型
　交付金活用事業

2,025,4235,617,823

（２）
事業進捗に伴うものなど

679,437

②その他国補正予算

232,807 232,807

24,585

649,427 649,427 0

0

・地域消費喚起･
　生活支援型
　交付金活用事業

416,620

0

3,592,100

△ 12,400△ 34,545

1,337,464

国第１号補正対応事業

①地域住民生活等
　緊急支援のための
　交付金

416,620
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○歳入予算 （単位：千円）

○継続費
（追加）　２事業 （単位：千円）

517,463

金額項目

8,284,151

年割額

26

事項 期間

市債

繰越金 256,637

3,596,500

542

429,612

335,000

国庫支出金 2,699,435

寄付金

△ 34,545県支出金

1,000,970

諸収入

繰入金

市税

合計

3

575,506

404,734

103,890

415,559

1,499,689

1,620,577

28

28

129,36527
日吉小学校校舎改築事業

29

27

973,749

総額

屏水中学校校舎改築事業

26

総額
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○繰越明許費
（追加）　３１事業 （単位：千円）

○繰越明許費
（変 ） 事業

金額

4,499,275

１事業

（１）国第１号補正対応事業

北部一般廃棄物処理施設建設事業

六ツ門地区再整備推進事業 300,000

232,807

事項

①地域住民生活等緊急支援のための交付金

校区コミュニティセンター等建築費助成事業

久留米シティプラザ整備事業

・地域消費喚起･生活支援型交付金活用事業

・地方創生先行型交付金活用事業 ２５事業

135,000

416,620

障害者福祉施設整備促進事業

43,134

②その他国補正予算

（２）事業進捗に伴うものなど

540,000
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（変更）　３事業 （単位：千円）

○債務負担行為
（変更）　１事業 （単位：千円）

1,047,346

20,000

久留米市土地開発公社が
先行取得する公共用地取得事業

965,000千円並びに事務
費及び利子相当額の合計

額

385,617千円並びに事務
費及び利子相当額の合計

額

事項

補正後限度額

（２）事業進捗に伴うものなど

補正前限度額

47,500

1,096,121

42,800農業用施設維持管理事業

事項

私立保育所等整備事業

補正前　金額

②その他国補正予算

（１）国第１号補正対応事業

補正後　金額

交通安全施設整備事業 45,500
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４．補正予算（案）に計上している事業
（１）国第１号補正対応事業 （単位：千円）

　・地域消費喚起･生活支援型交付金活用事業

くるめの魅力発信
情報発信力の高い民間企業等と連携し、久

くるめシンボルロードに公衆無線LAN環境を整
備するための委託料

23,867 総務部

10,000 総合政策部

事業内容 所管

消費を喚起し、地域経済の活性化を促すた
めの商品券発行事業にかかる補助金

総務部

商工観光
労働部

14,580

416,620

事業費事業名

①地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業

行政が所有するデータの２次利用可能な形
への変換及び公開とそのデータを活用したア
プリ開発のための委託料

地域商業活性化
事業

行政データ
利用促進事業

人口減少を克服し、将来にわたって活力ある
久留米地域の実現を目指すために策定す
る、地方版総合戦略の策定経費

416,620小計（１事業）

くるめシンボルロード
Wi-Fi環境構築事業

　・地方創生先行型交付金活用事業

まち・ひと・しごと創生
総合戦略の
策定・推進事業

5

くるめの魅力発信
事業

、
留米の魅力を市内外に対し発信するための
経費

17,479 総合政策部

23,111

子ども未来部

総合政策部

2,340

6,463

健康福祉部

健康福祉部
健康のびのび
プロジェクト事業

久留米市内への定住を促進するための経費
及び移住にかかる奨励金

各種健診の予約受付や問い合わせに対応
するために導入するコールセンター業務委託
料

定住誘導推進事業

発達面で支援が必要な子どもに対応するた
めの訪問療育にかかる経費

9,912

子ども発達支援セン
ター機能整備事業

久留米大学病院及び久留米広域消防本部
との連携により実施しているドクターカーの試
験運行に要する負担金

地域医療連携事業
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商工観光
労働部

1,521 環境部

11,797

800

農政部

685

商工観光
労働部

商工観光
労働部

6,137 環境部

農政部

多様なサービスの提供とまちなかの賑わいづ
くりに向けた地域物産店づくりや学生コンペ
ティション事業に対する補助金

環境・エネルギー関連産業の振興を図るた
めの支援事業にかかる経費

発電時のエネルギー効率を高めCO2削減を
促進するためのエネファーム設置費補助金
など

就労意欲の高い高齢者に対する就業支援セ
ミナー開催業務委託料

商工観光
労働部

20,856

商工会による各商店が取り組む買い物支援
等を掲載するガイドブック作成に対する補助
金

農業所得向上のための久留米産農産物の
輸出や６次産業化などを促進するための経
費

高齢者の現役活躍
促進事業

担い手の安定的な農業経営を支援するため
の、園芸作物の導入や集落営農組織の法人
化に対する補助金

11,500

新エネルギー政策
推進事業

女性の就労環境
整備事業

まちなか賑わい
創造事業

担い手経営力
強化事業

女性の就業機会の拡大や再就職のきっかけ
作りにつなげるための、女性の能力開発や企
業に対する啓発業務委託料など

2,980

環境関連産業
支援事業

久留米産農産物の
販売力強化事業

買い物弱者対策事
業
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商工観光
労働部

250

16,000
地域産業の振興や雇用の創出を図るための
オフィス系企業の誘致奨励金

創業を支援するためのまちなかインキュベー
ション施設の整備費など

伝統産業の振興を推進するための消費動向
調査に対する補助金

24,455

3,000

商工観光
労働部

商工観光
労働部

1,500
商工観光
労働部

ティション事業に対する補助金

地域課題や今後成長が見込まれる産業分
野への進出や商品開発を促すためのセミ
ナー開催業務委託料

市内産業の販路拡大を支援するための海外
見本市等への出展に対する補助金

新産業・新技術
支援事業

商工観光
労働部

産業振興奨励金

海外ビジネス
展開促進事業

創業支援事業

伝統産業支援事業
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8,508

待機児童の解消を図るための私立保育所の
増改築に対する補助金

162,726

環境部

　　②その他の国補正予算活用事業

私立保育所等
整備事業

子ども未来部

市民文化部

商工観光
労働部

市民文化部

北部一般廃棄物処理施設建設にかかる工
事費

4,499,275

232,807

5,400

649,427

都市建設部
市民生活の利便性向上のための鉄道駅の交
通結節機能強化にかかる検討調査業務委
託料

石橋美術館の入場者増を図るための補助金
など

市内へのMICE誘致活動を推進するための補
助金など

北部一般廃棄物
処理施設建設事業

くるめ学力アップ
推進事業

一人ひとりの生徒に合わせた基礎･基本的な
学習を支援するために開設するくるめっ子塾
運営業務委託料

農業用施設

4,860 教育部

小計（２５事業）

ＭＩＣＥ誘致推進事業

石橋美術館事業

①計（２６事業）

4,806

公共交通
利用促進事業
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（１）合計（３１事業）

教育部

22,800 農政部

教育部

5,617,823

415,559

日吉小学校
校舎改築事業

517,463日吉小学校校舎改築にかかる工事費など

農業用施設
維持管理事業

農道改良等にかかる工事費

6,267,250

屏水中学校校舎改築にかかる工事費など

②計（５事業）

屏水中学校
校舎改築事業
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（２）事業進捗に伴うものなど （単位：千円）

私立保育所等
整備事業

その他国補正予算に計上することに伴う減額
補正

▲ 140,114 子ども未来部

幼稚園就園奨励にかかる補助金

子ども未来部

所管

土地開発公社
助成事業

幼稚園就園奨励費

文化芸術地域資源
活用事業

美術振興基金への積立金 市民文化部635,000

68,281

事業費

6,200

7,070 総務部

12,000 総合政策部

135,000 健康福祉部

保育所運営費 私立保育所運営にかかる委託料

障害者福祉施設
整備促進事業

障害者入所施設の整備に対する補助金

市から発送する通知等にかかる郵送代

事業名

土地開発公社に対する補助金

事業内容

文書管理費

子ども未来部
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（３）人件費 （単位：千円）

整備事業 補正

人件費 本年度退職予定者にかかる退職手当 1,337,464

減額補正

事業費

679,437

▲ 44,000

（２）合計（８事業）

公債利子

所管事業名 事業内容

総務部

総合政策部
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Ⅲ．企業会計補正予算（案）について

１．下水道事業会計補正予算（案）・第２号

（１）国第１号補正対応事業 （単位：千円）

○継続費（変更） （単位：千円）

年割額

変更前

187,000

984,600
東櫛原地区浸水対策
事業

25

26

27

1,951,6002,625,600

1,264,600

500,000

1,141,000

　　②その他の国補正予算活用事業

変更後

500,000

事項 期間

上下水道部

事業費 所管事業内容

東櫛原地区浸水対策
事業

雨水貯留施設の築造に係る工事請負費 280,000

事業名

総額
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問い合わせ先
● 一般会計

担当課 総合政策部財政課
担当者名 溝江・薄・大谷
電話番号 ０９４２－３０－９１１７

● 企業会計
担当課 上下水道部総務
担当者名 梅﨑・末次（智）
電話番号 ０９４２－３０－８５０４
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